


























































































301第一 240 (217) 216 (193)
302東書 239 (213) 239 (214)
303実教 240 (223) 223 (219)
304実教B 175 (158) 154 (142)
305清水B 184 (164) A　216 (193)
306清水 264 (243) 228 (207)
307山川 256 (220) 240 (198)




























































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 37 号（2015 年 3 月 20 日）
では完全に整理されている。但し，「無担保コー
ルレート (翌日物)」を政策金利，中央銀行の
金融政策として説明している。預金準備率操作 
(頻度⑧)についてはすでに1991年以降に預金
準備率の変更はおこなわれておらず，事実上は
無いに等しいのだが，比較的詳細な説明がされ
ている。
　2014年から国際収支表が改正され，これま
での「経常収支，資本収支，外貨準備増減，誤
差脱漏」の分類が，「経常収支 (貿易・サービ
ス収支と第一次所得収支，第二次所得収支)と
資本移転等収支 (金融収支)」となった。国際
的な比較をするためのものであるから，国際基
準が変われば変更せざるをえないが，教える現
場では大きな変更点となる。2014年4月発行の
教科書では旧いままにならざるを得ないが，訂
正申請により2015年4月発行の教科書から一斉
に変更されるはずである。高校では，変更を待
たずに，新しいものを生徒に示す教員の活動を
期待したい。
　その他，労働問題では，労働市場の変化につ
いての記述は増えたが，労働基本権など労働者
の権利を述べたり，労働運動を扱った内容は
減っていること。市場の失敗を外部経済や情報
の非対称性などに触れながら説明することは増
えたが，寡占や独占についての記述は薄くなっ
ていること。資源・エネルギー問題で，環境保
全に力を入れて書いている部分は増えている
が，エネルギー問題として原子力発電に触れて
いるものは少ない。もっとも，東電福島第一発
電所事故が起きたことは書かれている。最も大
きな変化は現在の国際情勢についての部分で，
冷戦と冷戦後の問題はほぼ同じ論調で書いてい
るが，現在の地域紛争については紛争地域と地
図は示されているものの，記述の分量，説明の
視点ともバラバラである。説明しかねていると
いう印象を受ける。
５　周辺状況
　各教科書ごとに教師用の指導書が同時進行で
つくられて，教科書の使用と同時に発行される
ことになる。この作業には今回の学習指導要領
の改定を含めて，４回の執筆をした。
　教科書準拠の教員用指導書は，数学が教科書
の演習問題の解答を，英語が本文の日本語訳や
問題の解答を主として構成されているものに対
して，公民科や地歴科の教員用の指導書は，教
員が教材内容を理解して，教えることができる
ようにすることを主たる目的に書かれる。した
がって，教授内容を深める解説や，参考文献な
どを多く含める。大学で法学を専攻した教員に
とって経済学は弱いかもしれない。しかし，教
えるに必要な最低限の教材の理解をして教壇に
立つべきであり，その確認のためにも，事前に
読んでおくことは大切であろう。
　ところが，現場の要望はより教材研究を簡略
にすることであり，板書の事例やら，年間指導
計画のサンプルや単元ごとの観点別評価の例，
果ては定期テストの出題例を求められているよ
うである。指導書を教員が教室に持ち込むこと
などかっては考えられなかったが，今は，その
まま，教室に持ち込んで使えるものになってい
る。
６　まとめ
　教科書は主たる教材に過ぎない。だが，教科
指導の中心であり，教員が何を教材として採り
上げるのか，何を教えるのかのスタンダードに
なる。政治経済の教科内容は時代の変化を激し
く受ける。その変化を教科書用語をもとに述べ
たが，教員がその内容を理解し，特に新しい内
容を知り，適切な指導法を考え，適切に指導し
ていくことを期待したい。そのために，教科書
の文面を丁寧に読み，行間にも込められた筆者
の意図を理解しながら，授業内容を高められる
ことを期待したい。
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